
沖縄振興の現状と課題 （概要）①
Ⅰ 検証の背景

○令和４年３月末に沖縄振興特別措置法及び沖縄振興計画が
期限を迎えることを踏まえ、今後の沖縄振興の在り方の検討に
当たり、基本方針を策定した国の立場から、沖縄振興計画に
盛り込まれている諸施策・諸取組の成果や課題、有効性等に
ついて把握・検証等を実施。

Ⅱ 沖縄振興計画の性格と役割
○沖縄振興計画は、沖縄振興特別措置法の下、国が定めた
「沖縄振興基本方針」に基づき県が策定。
（計画期間:平成24年度～令和3年度の10年間）

○国は、同計画に基づき、各般の沖縄振興事業を推進するなど
特別の措置を講じているところ。

Ⅲ 沖縄の社会経済の現状
○計画期間中において、県の総人口等は目標年次を上回り、就業者数や県内総生産
も全国を上回る伸びを示したが、製造業の割合は依然として４％台。

○一人当たり県民所得は計画期間を通じて一貫して増加しているが、依然として
全国最下位（全国平均の約71％）。

○新型コロナウイルス感染症拡大により、入域観光客数は過去最大の落ち込みと
なり、個人消費や雇用情勢の悪化など、沖縄の社会・経済全般に大きな影響。

Ⅳ 沖縄振興計画の総点検作業
○ 基本方針に記載された12の政策分野ごとに、沖縄振興計画の施策体系の上位に位置付けられる基本施策における「目標とするすがた」（最終アウトカム）、基本施策を構成する個々の施策の「成果指標」（初期アウトカム）
等をもとにロジックモデルを整理。 当該モデルの各アウトカムの改善状況の動向を踏まえ、施策の有効性を評価するとともに、施策やその評価に関する論点を整理 （「ロジックモデルによる分野別検証」）。

○ 併せて、沖縄振興計画の実施状況及び現状について、県及び県内市町村に実施したアンケート・ヒアリング等の結果に基づき、各政策ツール別に整理。

＜①観光リゾート分野＞

＜③国際物流・ものづくり分野＞

＜④農林水産分野＞

・海外への県産品プロモーションや県内ものづくり企業に対する
製品開発支援、製造業の新規雇用者の技術研修への支援
等の取組により、製造品移輸出額及び製造品出荷額、
製造業従事者数はいずれも増加。ただし、その達成状況は
令和３年度目標値の３～４割前後。

・賃貸工場等の整備や輸送費補助等の取組が進められた
ものの、国内外の競争環境の変化等のため、重要港湾全体の
取扱貨物量や那覇空港における国際貨物取扱量は減少。

・沖縄の優位性を活かした新産業の創出については、文化資源
を活用した新たな事業展開や医療ツーリズム関連事業への
支援等の取組により、各種事業所数等が増加。

⇒沖縄の優位性を活かしたものづくり産業や新事業・新産業
の創出、アジアや他の都道府県との競争激化など国内外の
物流環境の変化等を踏まえた取組の検討、地域資源を活用
した付加価値の高い製品開発や地域ブランドの強化、
海外市場における県産品の販路拡大等が課題。

・各種生産基盤の整備率の向上や海外市場における
テストマーケティング等の取組による農林水産物品等
の輸出額の増加が見られ、農林漁業産出額も増加。
ただし、当該産出額の達成状況は令和３年度目標値
の３割弱。

・新規就農者等に対する農業用機械等の助成支援等
の取組により、初期アウトカムである新規就農者数等
は順調に増加。ただし、第１次産業就業者数全体は、
高齢化等を背景に令和３年度目標値を未達成。

⇒戦略品目の生産拡大によるおきなわブランドの確立
及び農林水産業の6次産業化や他産業との連携強
化、担い手の育成・確保等を図るとともに、農林漁
業者の所得の向上を目指し取り組むこと等が課題。

・空港旅客ターミナルに係る整備を始め観光客の移動円滑化
のための交通基盤の整備や国内外の誘客に係る各取組に
より、入域観光客数は順調に推移。それに伴い観光収入も
着実に増加。

・平均滞在日数の増加は見られず、また、6次産業化による
商品開発等の取組が進められたものの、土産物購入費や
国内リピーター客の満足度に係る初期アウトカムも十分な
改善が見られず。

⇒長期滞在や経済効果の高い市場へのアプローチ、地域特産品
の開発、多様化するリピーターのニーズに対応した効果的な
プロモーションの強化など沖縄観光の高付加価値化やブランド
イメージの向上等が課題。

ロジックモデルによる分野別検証：（１）主要分野における成果と課題

＜②情報通信関連分野＞

・企業誘致説明会等の各取組により、企業立地数や
雇用者数は着実に増加。IT関連資格の取得支援や
他産業連携による新ビジネス創出支援等の取組により、
IT人材の育成に係る初期アウトカムや他産業連携型の
新規ビジネス件数も順調に推移。

・上記に加え、県内企業の海外展開支援等の取組が
進められたものの、関連産業全体の売上高の達成状況
は令和3年度目標値の４割弱。

・経金特区内企業向けの就業促進支援等が進められた
ものの、金融関連企業の雇用者数については十分な
進展が見られず。

⇒金融を含む他産業との更なる連携強化、高付加価値
の商品・サービスの開発、AI・IoT等の新技術を活用した
産業の高度化・多様化等が課題。
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・那覇空港の第２滑走路の増設、国際線及び国内線
旅客ターミナルの連結施設等や離島空港の整備等を
進め、併せて海外からの新規就航便等の誘致等の施策
を講じることで、那覇空港や離島空港旅行者数が順調
に推移。一方、国際航空貨物便就航地向けの貨物
スペースを事業者へ提供する輸出支援等の取組が
進められたものの、競争環境の変化等により那覇空港
の国際貨物取扱量は減少。

・那覇港における臨港道路の整備や大型クルーズ船受入
のための岸壁整備等、平良港など圏域の拠点となる港湾
の整備等に伴い、海路による入域観光客数が順調に
推移。一方、那覇港国際物流センターの整備等の取組
が進められたものの、国内外の競争環境の変化や架橋
建設による陸路への転換等もあり、重要港湾の取扱貨
物量は減少。

・モノレールの延伸、ハシゴ道路等の幹線道路ネットワーク
の整備等に伴い、主要渋滞個所数が減少。一方、
ノンステップバスの導入等の取組が進められたものの、
乗合バス利用者は減少。

⇒空港、港湾、道路網における各種施設等の整備に伴
う貨物取扱量の増加や物流・交通コストの低減など
社会資本整備による生産性向上効果をより高めて
いくためのハード・ソフト一体となった取組の強化や
自動車と公共交通等の結節機能の向上等が課題。

＜⑤福祉分野＞

＜⑥教育・人材育成等分野＞

＜⑦社会資本整備分野＞

＜凡例＞

・基準値：現行計画策定時（平成24年５月）における初期アウトカム及び最終アウトカムの数値

・実績値：沖縄県による総点検報告書作成時（令和２年３月）における初期アウトカム及び最終アウトカムの数値

・目標値：現行計画の最終年度（令和３年度）における初期アウトカム及び最終アウトカムの数値目標

・初期アウトカム及び最終アウトカムの改善状況（ ⤴ ・⤴・ ⤵ ）については、原則として、以下の算式にしたがって
達成率を計算した上で、当該達成率に基づき以下のとおり判定。

（算式）

達成率 ＝ (実績値 － 基準値）／（目標値 － 基準値）

（改善状況）

初期アウトカム 達成率20％以上：⤴ 達成率0％以上20％未満：⤴ 達成率0％未満：⤵

最終アウトカム 達成率 0％以上：⤴ 達成率0％未満：⤵

※ 初期アウトカム及び最終アウトカムの改善状況の組合せに応じて、各取組について「有効に機能」、「一定程度有効に機能」、

「改善・見直しの余地あり」、「改善・見直しの検討が必要」等に分類して評価。

・小中学校への学習支援員の配置や就学支援金の交付
等の取組により、全国学力・学習状況調査における小学校
の平均正答率については全国を上回り、中学校についても
全国との格差に一定の改善が見られたほか、高校・大学等
の進学率も上昇。ただし、全国平均と比較した場合、
高校・大学等のいずれの進学率も最下位。

・総合的な就職支援拠点の機能強化、就職支援のための
専任コーディネーターの大学等への配置等の取組により、
若年者の完全失業率や離職率は低下。ただし、全国
平均と比較した場合の改善状況は不十分。

・若手工芸技術者向けの技術研修や製造業従事者向け
の技術指導等の取組が進められたものの、ものづくり産業
等を担う人材の育成に係る初期アウトカムは必ずしも
十分な進展が見られず。

⇒県内における教育・雇用の機会の確保、産業教育・
キャリア教育の推進や産業の高度化・高付加価値化
を支える人材育成等が課題。

・各市町村への子供の貧困対策支援員の配置・子供の
居場所の運営支援や待機児童解消等に係る各取組
により、小中高生のいる困窮世帯の割合や保育所入所
待機児童数は減少したものの、特に小中学生のいる
困窮世帯の改善状況は必ずしも十分とは言えず、また、
待機児童率は全国平均と比べて高い水準。

⇒保護者への就労支援、待機児童の解消や子供の
貧困対策等を進め、困窮世帯等の親子に対する総合
的な支援に取り組むことにより、子供の進学・就職の
選択肢を狭める貧困の世代間連鎖の防止等を図る
こと等が課題。

ロジックモデルによる分野別検証：（１）主要分野における成果と課題（続き）

Ⅳ 沖縄振興計画の総点検作業
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Ⅴ おわりに

○今回の検証に当たっては、検証対象期間との関係上、新型コロナウイルス感染症の影響については考慮されていないことから、今後の沖縄振興の在り方の議論においては、新型コロナウイルスなどさまざまな
社会経済情勢の変化に対してどのように柔軟に対応するかが課題の一つとして挙げられる。

○今回の検証も踏まえ、沖縄振興の必要性や期限後の沖縄振興の在り方について、各種の沖縄振興策の的確な評価・検証の仕組みをどう構築するかを含め、検討を行う必要がある。

＜成果と課題のまとめ＞
・ 現行計画下で各種施策が講じられてきたことにより、観光産業や情報通信産業等の沖縄経済を牽引するリーディング産業の成長、全国を上回る就業者数や県内総生産の伸び、困窮世帯の割合の低下や小中学生の
基礎学力の上昇、社会資本の全国との整備水準の差の縮小などさまざまな成果が見られた。

・ 他方、全国との格差は縮小したものの依然として一人当たり県民所得は全国最下位にとどまっているほか、完全失業率も若年層を中心に高水準にあるなど、沖縄の優位性を活かした自立型経済の発展と豊かな県民生活
の実現に向けたさまざまな課題がなお残されている。

・ 課題の克服に向けては、今回の検証では必ずしも十分に目に見える成果が確認できなかった企業の収益力・生産性の向上、雇用の質の改善、困窮世帯への総合的な支援、教育・人材育成の推進等が重要な要素
として考えられる。

・ 今後の沖縄振興の在り方を検討するに当たっては、これまでに効果を上げてきた施策については、社会経済情勢の変化を踏まえ、必要に応じて目標設定を見直した上でその達成に必要な取組の推進・深化を図っていく
とともに、目標達成に必ずしもつながらなかった施策については、実効性確保に向け、既存の取組の継続の是非や新たな取組の検討を含め、改善・見直し等を検討していくことが求められる。

今後の沖縄振興に向けた政策の立案や検討等に当たっては、以下の点にも十分に留意した上で、成果指標の設定や施策・取組の構築を図る必要がある。

・ 基本施策の施策目的をしっかり見定め、その目的にかなう最終アウトカムや同アウトカムにつながる適切な初期アウトカムの設定及びこれらのアウトカム指標の達成に資する施策・取組の推進を図る必要

・ 最終アウトカムとして県民意識調査の調査値（県民満足度の向上）が設定されている場合、施策の効果を的確に捕捉し難いことから、可能な限り客観的数値による目標値の設定の検討が必要

・ 効果的な施策の構築等のため、全国との比較を踏まえた評価を行えるよう、他県や全国との相対比較ができる指標の設定の検討が必要 等

ロジックモデルによる分野別検証：（２）施策の構築・評価における分野共通の課題

ロジックモデルによる分野別検証：（１）主要分野における成果と課題（続き）

Ⅳ 沖縄振興計画の総点検作業




